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１． 当四半期決算に関する定性的情報 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当企業グループ（当社

及び当社の関係会社）が判断したものであります。 

（1）経営成績に関する説明 

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣

言解除後、一定の景気回復が見られたものの、感染が収束せず、さらに第３波が到来したこともあり、

以前にも増して先行き不透明な局面が継続しております。 

このような環境の下、当企業グループは、「グッド アンド ビッグカンパニー」を目指し、連結子会社

26 社、非連結子会社１社及び持分法適用関連会社１社を含め、物流を伴う現物問屋として、安心・

安全な商品の安定供給に努めるとともに、情報・物流・リテールサポート・品揃え・品質管理などの各

機能を充実させ、総合力を活かした営業体制の構築と物流事業の拡大に努めてまいりました。また、

新型コロナウイルス感染症拡大や自然災害等の中においても、「食」と「住」のインフラを担う中間流通

企業としてお取引先と従業員の健康と安全確保に最大限配慮しながら、商品・サービスの安定供給を

維持・継続し、社会的使命を果たしてまいりました。 

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、3,715億 43百万円(前年同四半期比 7.6％
減)となり、前年同四半期比 307億 27百万円の減収となりました。特に前年度まで業績堅調で
あった関東地区で業務用酒類卸や食材卸を展開している子会社が新型コロナウイルス感染症

拡大防止策として外出自粛により得意先である飲食店の休業・時短営業に伴い、前年同四半期

比 171億 82百万円の減収となりました。

利益面におきましては、グループ全体で販管費削減を実施し、当第３四半期連結累計期間で黒

字転換したものの、経常利益は 14 億 41 百万円（前年同四半期比 68.8％減）となりました。関東地区

で業務用酒類卸や食材卸を展開している子会社の前年同四半期比 17億 12百万円の減益が主であ

ります。当連結会計年度では政策保有株式の縮減を実施し、投資有価証券売却益を特別利益に計

上し、親会社株主に帰属する四半期純利益は、14億54百万円(前年同四半期比44.3％減)となりまし

た。 

なお、第２四半期連結会計期間では、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純

利益は黒字転換して、当第３四半期連結会計期間は、Go To Eat キャンペーン事業など政府の経済

対策により経常利益は前年比 70％程度まで回復しました。 

2021年を迎え、首都圏を皮切りに全国11都府県に緊急事態宣言が発出され、第４四半期連結会

計期間も先行き不透明な厳しい状況が予想されますが、引き続きコスト削減等業績改善に努めてまい

ります。 
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（2）財政状態に関する説明 

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ 192 億７百万円増加し、

1,949 億 81 百万円となりました。主な要因は、「現金及び預金」の増加額 36億 72百万円、「受取手形及び

売掛金」の増加額 127 億 10 百万円及び「商品及び製品」の増加額 24 億 57 百万円によるものです。 

負債におきましては前連結会計年度末に比べ217億28百万円増加し、1,413億85百万円となりました。

主な要因は、「支払手形及び買掛金」の増加額 218 億１百万円によるものです。 

また、純資産におきましては前連結会計年度末に比べ 25 億 20 百万円減少し、535 億 95 百万円となり

ました。主な要因は、「資本剰余金」の減少額 22 億 14 百万円によるものです。 

（3）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

2020 年８月 11 日に公表いたしました連結業績予想の変更はありません。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,825 25,497

受取手形及び売掛金 50,700 63,410

電子記録債権 981 1,105

商品及び製品 9,389 11,846

仕掛品 355 384

未成工事支出金 86 60

原材料及び貯蔵品 877 1,062

その他 8,094 10,133

貸倒引当金 △562 △579

流動資産合計 91,747 112,921

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 15,386 15,649

土地 23,651 23,324

その他（純額） 10,699 9,196

有形固定資産合計 49,737 48,169

無形固定資産

ソフトウエア 537 543

のれん 18,026 17,223

その他 119 160

無形固定資産合計 18,683 17,927

投資その他の資産

投資有価証券 9,506 9,352

退職給付に係る資産 － 20

その他 6,551 7,191

貸倒引当金 △452 △601

投資その他の資産合計 15,605 15,962

固定資産合計 84,026 82,059

資産合計 175,773 194,981
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 58,046 79,848

電子記録債務 5,667 6,197

短期借入金 8,221 11,393

未払法人税等 1,026 1,101

賞与引当金 1,503 754

役員賞与引当金 18 －

完成工事補償引当金 3 1

その他 14,907 16,007

流動負債合計 89,394 115,303

固定負債

長期借入金 18,395 15,004

役員退職慰労引当金 658 412

退職給付に係る負債 584 544

その他 10,624 10,119

固定負債合計 30,262 26,081

負債合計 119,656 141,385

純資産の部

株主資本

資本金 2,974 2,974

資本剰余金 3,406 1,191

利益剰余金 42,930 43,793

自己株式 △0 △0

株主資本合計 49,310 47,958

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,636 3,536

退職給付に係る調整累計額 △249 △150

その他の包括利益累計額合計 3,386 3,385

非支配株主持分 3,419 2,251

純資産合計 56,116 53,595

負債純資産合計 175,773 194,981
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

売上高 402,271 371,543

売上原価 364,555 338,647

売上総利益 37,715 32,896

販売費及び一般管理費 33,431 32,027

営業利益 4,284 868

営業外収益

受取利息 17 18

受取配当金 128 123

仕入割引 61 48

持分法による投資利益 36 37

助成金収入 25 369

その他 376 370

営業外収益合計 646 967

営業外費用

支払利息 179 133

売上割引 71 67

貸倒引当金繰入額 － 138

その他 61 55

営業外費用合計 311 395

経常利益 4,618 1,441

特別利益

固定資産売却益 194 228

投資有価証券売却益 258 1,434

補助金収入 173 －

保険解約返戻金 54 －

特別利益合計 681 1,663

特別損失

固定資産除売却損 30 43

減損損失 323 127

賃貸借契約解約損 － 57

投資有価証券評価損 － 17

投資有価証券売却損 0 －

特別損失合計 355 245

税金等調整前四半期純利益 4,944 2,859

法人税、住民税及び事業税 1,777 1,414

法人税等調整額 50 △110

法人税等合計 1,828 1,304

四半期純利益 3,116 1,555

非支配株主に帰属する四半期純利益 505 100

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,611 1,454
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

四半期純利益 3,116 1,555

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △580 △99

退職給付に係る調整額 37 98

その他の包括利益合計 △543 △0

四半期包括利益 2,573 1,554

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,072 1,454

非支配株主に係る四半期包括利益 500 99
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(3)四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

当社は、2020年６月１日付で、連結子会社であるデリカSFホールディングス株式会社の株式を追加取得

いたしました。また、2020年12月15日付で、連結子会社である株式会社ＴＡＴＳＵＭＩの株式を追加取得いた

しました。この結果、主に当該追加取得に伴い、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が2,214

百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末において資本剰余金が1,191百万円となっております。 
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